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このたびの熊本地震により被災された皆様に、心よりお見舞い申し上げます。 

また、犠牲となられた方々に謹んで哀悼の意を表します。 

県内では今なお、多くの方々が不安やご不便を抱えておられることと存じます。 

熊本に根差す税理士法人として、皆様の事業と暮らしの復旧に寄り添い、一日も早い復興に向けて、職員一同、力を

尽くしてまいります。 

 

税務上の主な支援制度 

 

■ 申告・納付等の期限延長 

災害その他やむを得ない理由により、期限までに申告、申請、請求、届出または納付ができない場合、国税の期限

が延長される制度があります。地域指定がない場合でも、個別申請により延長が認められることがあります。 

【申請・請求期限】 

個別指定は、やむを得ない理由がやんだ日から2か月以内。地域指定の場合は個別申請不要で、国税庁が告示する

日まで延長されます。現時点ではまだ地域指定はされておりません。 

 

■ 納税の猶予 

災害により相当な損失（全積極財産のおおむね20％以上）を受けた場合や、一時に納付することが困難な場合に

は、申請により納税の猶予を受けられることがあります。 

【申請・請求期限】  

相当な損失を受けた場合は、災害のやんだ日（被災後の状況が落ち着いた日）から2か月以内。 

一時納付が困難な場合は法定の提出期限はありませんが、速やかな申請が必要です。 

 

■ 個人事業者・個人の所得税 

住宅や家財等に被害を受けた場合は、災害減免法による所得税の軽減・免除、または雑損控除を確定申告で選択し

て適用できます。また、予定納税がある方は減額申請を検討できます。 

【申請・申告期限】  

雑損控除・災害減免法は令和8年分の確定申告期限（原則令和9年3月15日）まで。 

7月1日以後の災害を理由とする予定納税の減額申請は、原則として災害にあった日から2か月以内。    

 

■ 法人の損失・修繕費等 

被災した商品、店舗、設備等の滅失・損壊による損失、取壊し・除去費用、原状回復のための修繕費は、一定の要

件の下で損金算入できます。 

災害損失特別勘定、災害損失欠損金の繰越し・繰戻し還付に該当する場合があります。 

【申請・請求期限】 

災害損失欠損金の繰戻し還付は、対象事業年度の確定申告書（期限後申告書を含む）または仮決算による中間申告

書の提出と同時に還付請求書を提出します。                      



 

■ 消費税の簡易課税制度の災害特例 

災害により事務処理能力が低下し簡易課税で申告する必要が生じた場合、または緊急な設備投資等のため簡易課税

をやめる必要が生じた場合、税務署長の承認により、災害の生じた日の属する課税期間から変更できる特例があり

ます。 

【申請期限】  

原則として災害のやんだ日から2か月以内。 

特例承認申請書と簡易課税制度選択（不適用）届出書を併せて提出します。 

 

被災中小企業・小規模事業者金融支援措置（経済産業省） 

 

経済産業省は熊本県の10市10町1村に、今回の地震により災害救助法が適用されたことを受け、被災中小企業・

小規模事業者に対して支援措置を行うことを発表しています。（熊本市、八代市、水俣市、山鹿市、菊池市、宇土

市、上天草市、宇城市、天草市、合志市、美里町、大津町、菊陽町、西原村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、

氷川町、芦北町、津奈木町） 

 

■ 支援措置の内容 

①災害復旧貸付等 

被害を受けた中小企業・小規模事業者を対象に、熊本県の日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫が運転資金又は

設備資金を融資する災害復旧貸付等。 

 

②セーフティネット保証4号の適用   

災害救助法が適用された地域において、 

今般の地震の影響により売上高等が減 

少している中小企業・小規模事業者を 

対象に、信用保証協会が一般保証とは 

別枠の限度額で融資額100%を保証する 

セーフティネット保証4号が適用とな 

ります。 

告示は近日中に行われるようで、この 

セーフティネット保証4号については、 

建物等に対する直接的な被害のみでは 

なく「取引先が被災したことにより売 

上が減少した」というような間接的な 

ものであっても対象となります。 

 

③小規模企業共済災害時貸付の適用  

熊本県の 10市10町 1村において被害を受けた小規模企業共済契約者に対し、中小企業基盤整備機構が原則として

即日で低利で融資を行う災害時貸付が適用されます。 

 

■特別相談窓口の設置場所 

日本政策金融公庫・商工組合中央金庫・信用保証協会・商工会議所・商工会連合会、中小企業団体中央会及びよろず

支援拠点・全国商店街振興組合連合会・中小企業基盤整備機構九州本部・九州経済産業局。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この後について 

このSUBARUTIMESでは、令和8年8月3日現在、公表されている主な支援制度を掲載しています。 

被害状況の把握が進むにつれ、税務・金融・補助金などの支援制度が追加・拡充される可能性があります。 

当事務所では今後も最新情報を収集し、顧問先の皆様へ正確な情報を迅速にお知らせするとともに、各種手続きや

ご相談を全力でサポートしてまいります。 

不明点や疑問点がありましたら弊所担当者にお尋ねください。 
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